
１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券

時価のあるもの・・期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法に

より算定）によっている。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

刊行物・・・・総平均法による原価法を採用している。

（３）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法

ソフトウェア 定額法

（４）引当金の計上基準

賞与引当金

職員に支給する賞与に充てるため翌期支給見込額のうち当期負担分を計上している。

役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支給に備えるため期末における要支給額を計上している。

職員退職給付引当金

職員に対する将来の退職給付金の支給に備えるため自己都合による期末における

要支給額を計上している。

（５）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

基本財産

投資有価証券

定期預金

小　　　計

特定資産

退職給付引当資産

小　　　計

合　　　計

905,344,300 32,999,300 101,758,300 836,585,300

11,614,391 0 136,935,429125,321,038

1,030,965,338

125,321,038 11,614,391 0

44,613,691

0

836,885,30032,999,300 101,758,300

0

973,820,729101,758,300

財務諸表に対する注記

前期末残高 当期増加額 当期減少額科　　　目 当期末残高

300,000

（単位：円）

136,935,429

300,000

905,644,300



３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

基本財産

投資有価証券

定期預金

小　　　計

特定資産

退職給付引当資産

小　　　計

合　　　計

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

25,377,796

300,000 (　　　300,000) － －

136,935,429

什器備品

ソフトウェア

合　　　計

科　　　目

12,921,794

18,772,595

69,078,004

100,772,393

建物付属設備

取得価額
（単位：円）

減価償却累計額 当期末残高

7,895,609

(  136,935,429)

（単位：円）

12,259,203

－

5,026,185

(  136,935,429)

(うち指定正味財 (うち一般正味財

43,700,208

60,985,596

( 836,585,300)

－ －

39,786,797

6,513,392

－

科　　　目 当期末残高

973,820,729 (　　　300,000)

136,935,429

(  136,935,429)

産からの充当額)

－

(うち負債に
産からの充当額) 対応する額)

( 836,585,300)

－836,585,300 － ( 836,585,300)

836,885,300 (　　　300,000)


